
【行財政政策】 

 

１．ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の確保に向けた取り組み 

働く環境を著しく阻害し、生産性を低下させるカスタマーハラスメントを防止し、働く人を守

りながら消費者にも優しい社会をつくる取り組み、また、取引に占める公共調達の位置と役割を

再認識し、コストの価格転嫁に対応する公共調達のあり方を求める取り組み。 

 

 重点 31 〈補強〉 

〔神奈川県〕 

消費者による不当な要求、悪質なクレームや暴力などのカスタマーハラスメントは、

小売り・サービスの現場にとどまらず、輸送・運輸、医療・介護・子育て支援さらには公

務の職場においても増加しており、働く環境を著しく阻害している。カスタマーハラス

メントにかかわる実態調査等を行い、対応策を検討するための政労使が参画する枠組み

を早急に構築すること。また、倫理的な消費者行動を促進するための施策を推進するこ

とはもとより、その根拠ともなり、被害を防止するための条例制定の取り組みを進める

こと。 

 

〔横浜市、川崎市、相模原市、神奈川労働局〕 

消費者による不当な要求、悪質なクレームや暴力などのカスタマーハラスメントは、

小売り・サービスの現場にとどまらず、輸送・運輸、医療・介護・子育て支援さらには公

務の職場においても増加しており、働く環境を著しく阻害している。カスタマーハラス

メントにかかわる実態調査等を行い、対応策を検討するための政労使が参画する枠組み

を早急に構築すること。また、倫理的な消費者行動を促進するための施策を推進するこ

と。 

 

 重点 32 〈補強〉 

〔神奈川県〕 

県の公契約条例に関する協議会はまとめとして、最近の賃金や請負・契約の動向を踏

まえ、「2024 年問題などへの対応の結果や影響が明らかになった段階で、公契約のあり方

について検討」とした。しかし、公共調達における公正労働の確保は、地域で働く者の

適正な労働条件の確保などディーセント・ワークの実現を促すとともに、その大部分を

受注する地元の中小企業における適正な価格転嫁のための環境整備を促進するために重

要な取り組みである。公契約(公共調達)の管理運営における審議会等、第三者の目によ

る評価検証制度を含む公契約条例の制定に向け、改めて取り組みを開始すること。 

 

〔横浜市〕 

公共調達における公正労働の確保は、地域で働く者の適正な労働条件の確保などディ

ーセント・ワークの実現を促すとともに、その大部分を受注する地元の中小企業におけ



る適正な価格転嫁のための環境整備を促進するために重要な取り組みである。公契約(公

共調達)の管理運営における審議会等、第三者の目による評価検証制度を含む公契約条例

の制定に向け組むこと。 

 

〔川崎市、相模原市〕 

公共調達における公正労働の確保は、地域で働く者の適正な労働条件の確保などディ

ーセント・ワークの実現を促すとともに、その大部分を受注する地元の中小企業におけ

る適正な価格転嫁のための環境整備を促進するために重要な取り組みである。公契約(公

共調達)の管理運営における、公契約条例の効果を検証し公表すること。 

 

 

 一般  

〇 消費者庁「消費者基本計画」等を踏まえ、一部の消費者による悪質なクレームなどのハ

ラスメントの防止に向けて、論理的な消費者行動を促す消費者教育、情報発信を推進す

ること。 

〇 買い物自体に不自由を感じる利用者（高齢である、様々な障がいがある、小さな子ども

連れである等）の事情をある程度考慮し「ハラスメント・ハラスメント」とならないカ

スタマーハラスメント対策を実施すること。 

〇 自治体が発注・契約する事業において、受託事業者から価格交渉の申出があった場合に

は積極的に応じるとともに、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分を考慮した

上で、十分な協議に基づく価格決定を行うこと。 

〇 指定管理者制度においては、2022 年 10 月 11 日に総務省が発出した「原材料価格、エ

ネルギーコスト等の上昇に係る指定管理者制度の運用の留意点について」に基づき、必

要な契約変更の実施など適正な対策を講じること。 

 

 

２．市民・県民に開かれた議会、投票率向上を求める取り組み 

若者の投票率向上に向けた啓発を求める取り組み、有権者の投票意欲を喚起する仕組みづくり

に向けた取り組み。 

 

 重点 33 〈補強〉 

〔神奈川県〕 

若者の政治意識の醸成に向けた、参加しやすく、わかりやすい主権者教育の機会を拡

充すること。 

 

〔横浜市、川崎市、相模原市〕 

若者の政治意識の醸成に向けた、参加しやすく、わかりやすい主権者教育の機会を拡

充すること。また、投票機会の確保を念頭に共通投票所設置の拡大、期日前投票時間の

弾力的な運用等「行きやすい投票所」の拡大に取り組むこと。あわせて、そのための予



算と人員の確保を行うこと。 

 

 

 一般  

〇 選挙活動のＳＮＳ利用やテレビＣＭ等について、若者に届くよう一層の規制緩和を進め

ること、また抜本的対応のための法改正を国に働き掛けること。 

〇 若者の政治や選挙への関心を高め、政治的教養を育むための主権者教育を推進すること。 

〇 不在者投票は、往復ともに郵便を用いて投票用紙の請求・送付を行うことから一定の時

間を要し、投票所に足を運ぶのが難しい有権者にとって、有効な投票ができる手法にな

っていない現状がある。高齢者・障がい者・傷病者・妊婦・居住地外で修学する者・海

外赴任者などすべての人が選挙権を行使できる投票方法となるよう国に対して法改正を

含む改善を働きかけること。 

 

 

３．ジェンダー平等社会実現に向けた課題への対応を求める取り組み 

社会が内包するジェンダー不平等を様々な角度からの是正を求める取り組み、あわせて、基本

的法改正を働きかける取り組み。 

 

 重点 34 〈補強〉 

〔神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市〕 

若者や女性、子育て中の人など、これまで政治から遠いと考えられてきた人たちの当

事者性を高めるため、候補者・議員の仕事と生活の両立を支える環境整備や、政治活動、

選挙期間、議会等における、あらゆるハラスメントを対象とした対策の強化を行うこと。 

 

 重点 35 〈補強〉 

〔神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市〕 

旧姓の通称使用に限界が来ていることを踏まえ、国への民法改正の働きかけを強化す

ること。また、法改正までの間、神奈川県内におけるパートナーシップ制度の適用状況

なども踏まえ、県としての制度導入に取り組むとともに、ファミリーシップ制度の確立

に向けた取り組みを進めること。 

 

 

 一般  

〇 県及び自治体に設置する公的審議会、各種行政委員会等への女性の登用を目標設定に基

づいて進め、50％をめざすこと。 

〇 県内における女性管理職(女性幹部職員)の割合について、男性の育休取得促進をはじめ

とする家族的責任を担う割合を増やし、男女ともに長期休業からの復帰をしやすい仕組

みをつくるなど、女性がキャリアを継続できる支援体制を構築し、その割合が 50％とな

るようめざすこと。 



〇 性別を問わず、誰もが自己実現の可能な社会システムを確立するために、性別役割分担

意識と慣習を温存する税制および民法などの法律の改正を働きかけること。 

〇 議会における働き方改革を進め、選挙運動期間、議員としての活動期間を通して性別を

問わず家庭と仕事との両立が可能となるよう検討を進めること。 

 


